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時期である(10)。集団農場（hop tac xa san xuat nong nghiep）＝“国家”



























































































































































































































































































アジア NIES また若干の東南アジア諸国等を除いて言えば、ほぼ 1970 年代





































































































































































































すなわち、本節第 2 項で扱った 1986 年以来の当初の時期についての描写



























































 第 4節 「政府」と「市場」および「共同体」との関係性についての評価 































国家経済（kinh te nha nuoc）、協同経済（kinh te hop tac）が国民経済（nen 





















































































































































治『世界史の意識と理論』 岩波書店 1977 年 81～88 ページを参照）。そして、
すぐ後に記す古田元夫の描写も、大局的にみれば、こうした視角を踏襲している
と形容することが可能であろう。 




















(8) 古田『ベトナムの現在』 36～37ページ。 
(9) 古田 同上書 53ページを参照。 
(10) 古田「行政改革」 179ページを参照。 
(11) すなわち「「自留地」を基礎に生き残った家族という単位は、…伝統を保存する
装置となった」（古田『ベトナムの現在』 154ページ）。 
(12) 古田 同上書 155ページを参照。 








鳥居泰彦『経済発展論』 東洋経済新報社 1979 年 7～9 ページを参照。この点
は、すぐ後に説明する新制度派的な経済開発論の立場に従う論者の場合も同様で












原洋之介『開発経済論 第 2 版』 岩波書店 2002 年、速水祐次郎『新版 開発経
済学』 創文社 2000 年、そして石川滋『開発経済学…』など－にみられる叙述
という意味で用いられる。第 2に、その 3つのキーワードであるとした術語のう
ち「統制経済」、「慣習経済」、「市場経済」は、正確には、上述の意味での新制度
派のそれというよりも、元来はジョン R. ヒックス『経済史の理論』 日本経済
新聞社 1970年（A Theory of Economic History by John R. Hicks, Oxford, 













(20) この「政策的インプリケーション」についても、第 2節末尾にて説明したい。 
(21) 以上は、経済成長の過程を新古典派的な見方に従って略述したものである。いっ
そう正確かつ具体的な説明は、N・グレゴリー・マンキュー『マンキュー経済学
Ⅱ マクロ編』 東洋経済新報社 2001年（Principles of Economics by N. Gregory 







記載されていた。例えば、リチャード T. ギル『経済発展論』 東洋経済新報社 
1965 年 （ Economic Development; Past and Present by Richard Gill, 
Prentice-Hall, Inc., 1963）の第 2章「分業と大規模生産」の項がそれであった
し、C.H.キンドルバーガー・B. ヘリック『改訂 経済発展論 原書第 3版』 好学
社 1981年（Economic Development 3rd Edition by Charles P. Kindleberger 




経済学の入門書の一つである岩田規久男『経済学を学ぶ』 筑摩書房 1994 年の
第 2章「交換と市場」の項には、この事項についての懇切丁寧な説明が見られる。 
(24) この説明は、原『開発経済論 第 2版』47~48ページを基本的に参照。 








(27) この点については、例えば、マイケル P. トダロ・ステファン C. スミス（岡田
靖夫監訳・OCDI開発経済研究会訳）『トダロとスミスの開発経済学』 国際協力
出版会 2004年（Economic Development Eighth Edition by Michael P. Todaro, 
Stephen C. Smith, Pearson Education Limited., 2003）538～539ページを参照。 
 －154－






(29) 原『開発経済論 第 2版』 62ページを参照。 
(30) 速水『新版 開発経済学』は、その第 8章を「政府」の、また第 9章を「共同体」
の包括的な解説に充てている。他方、原『開発経済論 第 2 版』では、その第 2
章「市場の失敗と経済制度」の項が「政府」、「共同体」（原にあっては「協調行
動」）をそれぞれ理論的に説明している。 
(31) この叙述は、原 同上書の、例えば 13～14ページを参照。なお、経済学の定評あ
る入門書の一つである新開陽一・新飯田宏・根岸隆『近代経済学〔新版〕』 有斐














済成長論』 筑摩書房 1980年 81～82ページを参照。 
 －155－
(34) 「政府」の情報収集能力に関する制約については原『開発経済論 第 2版』の 54
～56ページを、その政策立案・遂行能力に関する制約については西垣・下村『開
発援助の経済学（新版）』 31～32ページを、それぞれ参照。 
(35) 西垣・下村 同上書 32ページを参照。 
(36) この文章における「長期の継続的な交流・取引関係」という形容は速水『新版 開
発経済学』 288 ページを、また「狭い閉鎖的な社会空間において営まれる」と








ムについての概観は、例えば西村和雄『ミクロ経済学 第 2 版』岩波書店 2001
年 207～212ページを参照。 
(37) 速水『新版 開発経済学』299～300ページを参照。 







金子能宏・木立力・清野一治訳）『スティグリッツ ミクロ経済学（第 2 版）』東
洋経済新報社 2000年（Economics by Joseph Stiglits, W.W Norton & Company 










発経済論 第 2版』114～115ページを参照。 
(41) この点については、原 同上書 62～63ページを参照。 
(42) 例えば、同上書 105ページを参照。また速水『新版 開発経済学』319ページも
ほぼ同様な趣旨のことを述べている。 









宏・木立力・清野一治訳）『スティグリッツ マクロ経済学（第 2 版）』東洋経済
新報社 2001年（Economics by Joseph Stiglits, W.W Norton & Company Inc., 
1997の部分訳）704～713ページを参照。 
















(51) 竹内 同上論文 175ページを参照のこと。 
(52) この点については、竹内郁雄「ドイモイ下のベトナムの農業協同経営・協同組合
運動試論」（白石昌也・竹内郁雄編『ベトナムのドイモイの新展開』日本貿易振
興会アジア経済研究所 1999年） 251ページを参照されたい。 
(53) この点について、簡潔には西垣昭・下村恭民・辻一人『開発援助の経済学 第 3


















(60) 竹内 同上論文 194～195ページを参照のこと。 
(61) こうした「家族経営」の定義は、速水『新版 開発経済学』291～295ページを参
照。 


















場経済化－」（『岩波講座 開発と文化 7 人類の未来と開発』 岩波書店 1998年） 
26～27 ページ、また（政治経済学の立場からの中国研究を自認する）中兼和津




市場化』 名古屋大学出版会 1997年 9～14ページの議論も参考にされる価値が
ある。 
(67) 古田『ベトナムの現在』 156ページを参照。 
(68) この点については、竹内「ベトナムにおける市場経済化…」 176～177ページを
参照されたい。 
(69) 竹内 同上論文。 










(74) 竹内 同上論文 179～181ページを参照のこと。 
(75) 同上論文 178ページ、また 182～183ページ。 
(76) 同上論文 183ページ。 
(77) 同上論文 183～184ページ。 
(78) 例えば、同上論文 184～187ページを参照されたい。 
(79) 同上論文 187～190ページを参照のこと。 
(80) 同上論文 190～193ページ。 
(81) こうした評価については、竹内郁雄「ベトナム共産党第 8回大会と新経済開発戦











(87) この点についての詳細は、同上論文 169～170ページを参照されたい。 






(90) 例えば、古田元夫「ベトナム共産党第 6 回大会の歴史的位置」（三尾忠志編『イ




(92) 竹内 同上論文 171ページまた 198～201ページでは、この点以外に技術革新＝
生産性の向上－生産諸力の向上－という問題についても敷衍しておいた。 










えば稲葉振一郎『経済学としての教養』 東洋経済新報社 2004 年の、特に第 4
章が一つの説明を与えている。なお、新制度派的な経済学一般の問題点・課題に
関する最近の趨勢についての簡単なスケッチは、『日本経済新聞』 2005年 12月
25日（朝刊）の「読書」欄が参考になる。 
 
